



















































































































































































































































































































































































































1985 1986 1987 19881 H ? w
輸　　出
A　　入
2，159－3，381 2，240－3，685 2，496－4，099 3，199－4，464　757－1，075　811－1，l17 　780－1，105　85！一1，168


























基礎的収支 一1，142 一1，325 一1，565 一1，135一322 一237 一346 一232
US証券投資F　証券投資F　TB
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銀行収支 403 127 526 ＊186 16 109 38 23
統計不突合 178 156 185 165 5 一92 289 一36
金融的収支 1，220 988 1，012 745 69 185 424 66
US政府債権F　政府債権 ＝ll §ll 4話 3器 i聲
?? ? 34
P09
US政府収支 一40 335 462 426237 52 一5 143
US準備収支 一39 3 91 一36 15 0 一74 23
資料．US，　Survey　of　Current　Business，　June　1988，　March　l　989，から作成。
　（1）銀行収支の＊印は他項目の合計からの単なる推計である。
　②　基礎的収支と金融的収支（民間部門）は便宜的に設けた項目である。本文との
　　関連では後者が第2節に，前者が第3節・第4節に対応している。
　（3）アメリカ政府の準備収支はマイナスが増加，プラスが減少の意味である。他国
　　の政府債券の増加額の減少ぶりと合わせて，ドルの「底値感」が1988年第2四半
　　期に現われたことと，一時的不透明状況が第4四半期に訪れたことが窺えるだろ
　　う。
一109一
458
し，既述のように，インフレ懸念の高まりと早めの金融引締め（金利上昇と
対外金利差拡大）をもたらしたのであった。
　もう一つは金額（名目）ベースの経常収支改善である。輸出を中心とした
貿易収支の改善は1987年第4四半期から1988年前半にかけて生じた。それが
ドルの相場観に影響を与えたのである。トービンの強調している状況が，そ
の遅さの理由がなんであれ，ともかくも現われ始めたといえよう（2D）。この改
善は，1988年後半に停止したが，1989年に入って再び，輸出増勢のもとで進
み始めた。完全雇用下のこの現象をどう捉えるかは一つの興味ある問題であ
る。価格と所得の両効果とともにアメリカ国内のミクロ上の「変化」が検討
されるべきであろうが，ここでは直接投資関連での後者の可能性が考慮され
るべきことを指摘するだけに止めておく（21）。こうして，輸入はなおも上昇基
調にあるものの，それを上回る輸出の増勢によって貿易収支の改善基調がい
くらか明確になり始めたことがドル高を支えるドル相場観の転換への重要な
一因になったのである（22》。
　（2）貿易への干渉強化
　第2の要因は，ドル安の効果が顕著に現われないことから苛立ちを募らせ
る議会への対応から，以前の拒否姿勢を変更してレーガン大統領が1988年夏
に署名した包括的通商法である。これは強まりつつあったアメリカの管理貿
易への傾向に新段階を画するものとなった。レーガン政権が多用してきた保
護・管理的な貿易のいっそうの強化によって輸入増加の抑制をはかる一方
で，ブッシュ新政権は，スーパー301条として知られるこの法律を早々に駆
使して他国の市場開放の強制による輸出の増加を目指しはじめた。このこと
は，市場のメカニズムへの挑戦を意味する。一般にドル高はアメリカの経常
収支赤字化の促進材料とされているが，以上のような新たな環境のもとで
（20）前掲rドル変動の経済学』第2章参照。
（21）VVorld　Financial　Marllets，　June　29，1989　issue　2，参照。
（22）なお原油価格上昇のもつ日米間の相附的影響差（円安化傾向）も無視できない。
一110一
最近のドル高の要因について　459
は，そうした作用はいっそう大きく歪められ，弱められるものとみられる。
1989年9月に始まった日米構造問題協議は（23），円高・ドル安でも日本の内需
拡大でも500億ドルの不均衡を是正できなかったことへのもう一つの対応だ
といえるだろう。みせかけの経常悪化の防止または改善の促進とドル高の維
持という奇妙な現象が並んで登場すること，またそれがある程度持続するこ
とが一つの可能性の問題として考慮されねばならないだろう（24＞。
　（3）実物資産の対米価格裁定的投資の増加
　基礎的国際収支についてみる場合，資本取引の扱い，とくに証券投資の取
り上げ方がその主要な論点となる。証券投資は，形態としては長期資本移動
に属するものではあるが，近年は短期で売買されることが多くなり，それだ
け短期性資本化しているだろうことを考慮して，ここでは金融的取引として
扱う。そうすると残るのは直接投資であるが，興味深いのは，とくに日米間
において実物資産価格差の急拡大に伴って強まった日本からの対米直接投資
の急増である（25）。ちなみに1988年には182億ドルの純増＝51．8％の伸び率で
年末残高は534億ドルとなった。その要因を示すと，第1は異常なドル安・
円高の影響である。この面での実質ドル安の持続は，政治的ないし社会的リ
スクが高まらないかぎり，今後も対米直接投資への動きを次第に強めるもの
とみておくべきだろう。第2はそれから派生した異常な日本の地価・株価の
上昇である。これが為替面から生じた実質ドル安をはるかに巨大なものと
し，格段に開いた日米間のストック価格差の裁定行動を活発化させたとみら
れる（26）。情報の制約性が急速に低下してきた今日では経済・金融上の諸リス
（23）アメリカの対日要求は次の6項目である。（1）価格メカニズム，（2）流通制度，（3）貯蓄と
　投資，（4）土地，（5）系列，⑥排他的商取引。日本は7項目を提示している。
（24）これが金融的取引にどのような影響を及ぼすかは明らかではない。1987年春の半導体
　摩擦に際しては，ドル安要因になったが，1989年春以降のスーパー301条の対日限定適
　用に際しては，折りからのドル高を多少促進させたかもしれないからである。
（25）r日経ビジネス』1989．5．8．参照。日米地価の単価を同等とした場合の土地購買力平価
　は1ドル＝10，000円となる。これが日本で国内コスト・価格の割高を生む一因である。
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クはかなりの程度把握しうるし，そのヘッジ手段も多様化しているわけで，
このかぎりでは対米ストック投資は今後も拡大し続ける可能性が高い（2η。
　こうした考察から浮かび上がる特徴は，金利差に対応する資本移動は景気
サイクルに敏感に反応して変動しやすいこと，それに対して実物資産価格差
に対応する資本移動はトレンド的性格が強く，金利差や景気動向にはそれほ
ど感応的ではないこと，という両者のちがいである。もとより前者をファイ
ナンス的，後者を「実需的」として，厳密な性格づけと区別をすることは困
難であろう。しかしここではとりあえずデータ上の区別にしたがって，後者
を経常収支と合わせて基礎的国際収支という概念を用いてみると，いくらか
は当面の動向と趨勢をうかがい知ることができるだろう。その点ではたしか
に1988年春ごろ（第皿四半期237億ドルへの赤字の減少）は，ドル安に一応の
終止符を打って，ドル高へど転換させる重要な時期であったといえるだろ
う（28）。それが確実に定着するかどうかは，直接投資の効果や影響の現われ方
とも関連している既述の経常収支の動向に依存することはいうまでもな
い（29＞。
　（4）経常収支のGNP比率
　第2と第3の点から目にみえるかたちでの経常収支の改善を推測すること
は困難な面が多い。しかしこれらの要因がその比重を高めたことは，金融的
資本取引面からのドル善化作用に対比して，今日ではそれに反応しうるアメ
リカの輸入量と対外直接投資の増加の影響力をかなりの程度弱める方向に作
用しているといえるだろう。管理貿易化はハイテク商品にまで広がってきた
（26）このことがオーバー・プレゼンス問題として政治的・社会的リスクとなってきた。
（27）日経産業新聞，1989．8．26．参照。
（28）投資収益収支と直接投資収支との関係に注意。アメリカは1977年以降投資収益の現地
　再投資をも投資収益と直接投資とに計上している問題については，松村文武r現代アメ
　リカ国際収支の研究』東洋経済，1985．pp，23－24を参照のこと。
（29）1989－90年は直接投資の経常収支への影響がマイナスからプラスへと転換する時期に
　なるかもしれない。テレビではすでに始まっており，自動車も時間の問題である。
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こと，対米直接投資の増大は製造業に関してはその供給面の改善と国内供給
シェアのいっそうの低下防止とをもたらしうることの両効果が考慮されるか
らである。またマクロ面からも，完全雇用状態のもとで輸出が高水準で伸び
たことと，財政面や貯蓄・投資バランス面からの経常収支への影響も前者は
1987年から後者は1988年からそれぞれ最悪期の脱却が明確化し始めたことと
が，経常収支のいっそうの悪化懸念を弱化させているものとみられる（30）。
　さらに重要なことは，経常収支のGNP比率の低下が最近強調されること
が多くなったことである。これまでは高水準の経常収支の赤字が持続するこ
とは対外債務の増加とそれに伴う金利支払負担といった観点から維持不可能
であるといわれてきた。しかし経常赤字の改善とともにいつの間にかGNP
比率の面から中期的にみて，赤字の解消や黒字化でなくてもある程度の経常
赤心の減少だけで，政霊的にも対外条件的にも「管理可能」なものとして捉
えられるようになった（31）。そのうえで対外ファイナンスも可能だとする楽観
論まで提出されている。
　「アメリカの対外債務負担と公的債務負担は，1982年のメキシコと他の多
くのラテン・アメリカ諸国の爆発的状況と対比してほぼ管理された事態にあ
る。しかしたとえ内外の債務と赤字がアメリカGNPにくらべて管理可能で
あるとしても，現在の状況の含意する海外ファイナンスの総額は，にもかか
わらず世界経済の観点から余りにも如き過ぎるという議論が行われることが
ある。世界は，金利の急騰を要求することなく年率1500億ドルをアメリカに
貸し続けるだろうか。」（32＞。
（30）理由はまだ不明だが，1989年前半の個人可処分所得に占める貯蓄比率は5．5％に上昇
　したという。日本経済新聞，1989．8．27，
（31）経常赤字のGNPに対する比率は1988年で約3％でありJ対外純債務のGNPに対す
　る比率も1987年末で約8％であった。J，　Sachs，　ibid，　p．653．
（32）J．Sachs，　ibid，　p．654．次節で取り上げる連邦債務のGNP比率の中期的収束過程とは
　異なって，対外債務のそれについては未だに明確化するところには至っていないこと
　に注意すべきである。
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　こうした誰もが関心を
もつ最大の疑問を出した
うえで，サックスはアメ
リカの双子の赤字と主要
国の貯蓄・投資総額との
比率を示して，「フロー
でみた1987年のアメリカ
の対外赤字はその9．6％
であった。アメリカの財
政赤字と対外赤字をファ
イナンスすることは，必
ずしも世界貯蓄の望まし
い使用ではないが，少な
くとも実行可能なオプ
ションのように思われ
る」と述べている（33）。
第2表　アメリカの「双子の赤字・債務」と各GNP
　　比率・伸び率
　単位　億ドルと％，債務＝各年末，CY＝暦年，
　　　FY＝年度
1985 1986 19871988
CY名目GNP@　　　伸び率 40，149@6．4
42，403
@5．6
45，267
@6．8
48，643
@7．5
CY経常赤字
@　GNP比率
1，151
@2．9
1，388
@3．3
1，540
@3．4
1β53
@2．8
対外純債務
@　伸び率
fNP比率
1，107
Q18
2，692
P43．2
@6．3
3，682
R6．8
@8．1
5β25
S4．6
P0．9
FY名目GNP　39，524　41，868　44，338　47，800
　　　伸び率　　　7．2　　5．9　　5．9　　7．8
FY財政赤字　　2，123　2，212　1，497　1，551
　　GNP比率　　5．4　　5．3　　3．4　　3．2
連邦債務　　14，994　17，36218，88120，502
　　伸び率　　15．3　　15．8　　8．7　　8．6
GNP比率　　37．9　41．5　42．6　42．9
　　　　　　　　　　　　　　資料　SOCB，　July　1988，　EROP，1989，日経新聞89．6．
　　　　　　　　　　　　　　　　30．から作成。
　　　　　　　　　　　　　　　（1）財政関連指標はすべて年度（前年10月目ら当該
　　　　　　　　　　　　　　　　年9月まで）ベースである。
　　　　　　　　　　　　　　　（2）連邦債務は一般保有分である。
　　　　　　　　　　　　　　　（3）＊は前年までプラスであった。
　これらの諸点を考慮するならば，これまで最大の影響を及ぼしてきたドル
ー平安の要因は，経常悪化が再開して持続することがないかぎり，低下して
きたといえるだろう。これと前節でみた金融的資本収支の動向とを重ね合わ
せると，当面ある程度のドル高局面が見込まれるのは当然だといってよいだ
ろう。
　ところで「管理可能」論について逸することのできない点がある。サック
スのいうように，たしかにそうした論点が成り立つことは認めなければなら
ない。しかしながら，アメリカでのこれまでの経験においてみられたことで
もあるのだが，ここにも問題の深刻化回避の可能性に対する事後的な説明の
（33）　J．　Sachs，　ibid，　p，　655，
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合理化の例がみられることに注意する必要があるだろう。今後の政策がそう
した可能性にしたがって「管理可能」な方向へと確実に向かうのであればと
もかぐ，アメリカの過去の経験が示すように，なんらかの事情で政策が逆に
振れることもありうること，また楽観論の広がりがかえって政府や議会に対
して必要な根本的政策対応を回避する口実を与えかねないことに留意するな
らば，そうした限界状況下の管理可能論よりももう少し手前のところで根本
的な対策を講じさせる議論の方が実りが多いだろう。それと重なるもう一つ
の重要な点は，こうした事後的説明の強調による新たな楽観論がドル高の要
因に結びついて，かえって衆目の一致している，経常収支改善のための必要
な実質ドル安の維持を困難にしている一面があることである。そうした側面
をないがしろにした，当面の不安感を払拭することが目的であるかのような
議論が，とくにアメリカにおいて余りにも多過ぎるといえば言い過ぎであろ
うか。
　こうして，根本的とみられる経常収支の改善策がいぜんとしてミクロ的に
もマクロ的にも不十分であることは看過されてはならない。マクロ政策の不
十分性が新手の楽観論によって覆い隠されるようなことになってはならない
のである。
4　ファンダメンタルズの改善
　本節では，ドル高に基底的に関わる諸点を取り上げる。ドル相場観の改善
の要因としては，第1にファンダメンタルズの改善と，ソフト・ランディン
グへの期待が，第2に財政赤字の改善と赤字・GNP比率の中期的収束論
が，第3にFRBのインフレ抑制策があった。ドル高は以上のような関連で
ほぼ説明できるであろう。
　（1）ファンダメンタルズの改善とソフト・ランディングへの期待
　ブラック・マンデー後の景気後退懸念が解消するにつれて，成長率の持続
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への期待が高まった。急速な回復で1988年半ばに設備稼動率の上昇（7月
83．7％）と失業率の低下（同5．4％）というほぼ完全雇用状態が達成されたた
めに，逆にインフレが懸念された。
　「ドルは実質的には，経常収支も連邦財政も事実上バランスしていた
1970年代末の価値に戻ったのだから，実質為替相場の水準は，中期的には，
財政赤字の現行水準が持続する場合にはアメリカ経済の超過需要をもたらし
そうである。ドル安に誘発された純輸出の増加と持続的な財政赤字に誘発さ
れた強力な内需との組み合わせば，超過需要とインフレ率上昇へと噴出する
だろう。財政赤字がいぜんとして硬直的である場合にe＃　，ドルば実質的には
もう一度上昇しなければならないだろう。それは，近年の名目的下落の反転
か，または名目為替相場の固定のもとでの国内物価水準の上昇かを通じて起
こるだろう。」（34）
　このサックスの「中期的」な予想は問を置かずに現われた。これに対し
て，FRBの早期と追加の相次ぐ引締め（1988年8月と1989年2月の公定歩
合の各0．5％引上げ，現在7％の水準）は，ミニ・スタグフレーション（たと
えば5％以上の物価上昇率持続のもとでの失業率の7％以上への上昇）への
動きを萌芽的段階で摘みとる（1989年7月で5％と5．2％への低下）ととも
に，成長率の下降を防止する（1989年第皿四半期で2．7％＝年率）ことにひと
まず成功している。この点を踏まえてソフト・ランディング（軟着陸）説が
強まり，市場の安心感が広まってドル相場観における強気が生じたのであ
る。こうした予想が持続しうるかどうかはソフト・ランディングが中期的に
もっと明確なものになるかどうかにかかっている。それが可能であり続ける
（34）J．Sachs，　ibid，　p，666．これは最：近のドル高をすでに予告したかのような議論である。
　しかし持続的な財政赤字は将来の安定性への疑問（1987年～1988年における政治的不
　確定性）のために，むしろドル安の傾向に結びつく役割を果たしたのである。したがっ
　てこうした議論が成り立つためには，やはりドル相場観の転換につながる財政措置が
　なければならない。
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かぎりはファンダメンタルズを理由とするドル高がなおも続く可能性が考え
られる。その理由は，直接投資と証券投資を主とする対米資本の流入による
黒字が経常収支の赤字を上回る傾向をもつ可能性が考えられるからである。
　しかし貿易収支の悪化が再発し持続するような場合は基礎的赤字を相殺す
るに足りるだけの金融的資本の流入を不安定化させるだろう。さらにサプラ
イ・サイド面で潜在的成長率（労働力の増加率十生産性の上昇率）のほぼ上
限（2．5～3％）という際どい状況を目指す問題と，金利がやや軟化傾向とは
いえなおも高水準で実質金利の大きなプラスをもたらしている問題とからす
れば，軟着陸過程の持続性の保証は十分ではないというのが妥当なところで
あろう。この意味では，現在のドル高はかなり不安定な状況のもとにあり，
なおも期待先行型であるといえるだろう。
　（2）財政赤字の改善と債務・GNP比率の収束への期待
　市場のドル相場観を変化させたとみられるアメリカの財政赤字の動向には
3点が指摘できる。第1は連邦財政赤字の改善である。1986年度の2，212億
ドルから1987年度は1，497億ドルに大幅改善となった。1988年度は1，551億ド
ルでやや増加したが，ともかくも最も大きな懸念材料であった財政赤字がそ
の最悪期を脱して一つの大きな転換を示したのである。しかしこの1987年度
の改善が確認されて間もなくブラック・マンデーとその後の一段のドル安を
経験したことからすれば，長期にわたるアメリカ政府の対応欠如ぶりの影響
下にあって，市場の信頼が容易に回復へと向かわなかったことは明らかであ
る。改善を確実にし，それを持続させる裏付けが必要であった。
　第2は修正グラム・ラドマン法の成立と1986年税制改革法の成立であっ
た。これらがその裏付けに相当するものかどうか疑問が残る。前者は1993年
度の財政均衡化を法的に規定したもので，財政赤字を毎年漸減させていくこ
とが予定されているが，それに必要な政府と議会の合意はいまだに明確に
なっていない（35）。後者はもともと財政収支に及ぼす改革法の効果としては中
立的とみなされていたものが実際には，キャピタル・ゲイン課税と抜け穴封
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じなどによって，税収超過的効果をもっていたようである。たとえば1989年
4月申告での個人税収は好調で前年同月よりも200億ドル近く上回った。こ
れがなにほどか市場のドル相場観に効果をもったかもしれない。関連して述
べなければならない点は，社会保障基金の黒字が急拡大して1990年代を通じ
て財政赤字を補填し続けることが明らかになったことである㈹。その結果修
正グラム・ラドマン法の線上での赤字解消策についてもかなりな程度楽観的
になっているように見受けられる。
　第3は，以上の状況のもとで財政赤字のGNP比率が中期的に改善傾向を
みせて，ユ993年度にかけて政府債務のGNP比率は一定水準に収束すること
がみえ始めたことである。この点は財政に対する悲観的見方が次第に是正さ
れていくうえで，ある程度の影響を及ぼしたものとみられる。その有力な一
つの議論はサックスによって示された。
　「1985年以後の財政政策期待と現実の財政政策のシフトは周知のことだ。
連邦財政赤字はGNP比で1985年の4．9％のピークから！986年の4．8％，
1987年の3．4％，1988年（予想）の3．1％に下がった。今日までの低下は，現
行法のもとでそのままいけば1992年にGNP比で約2％水準になるものと見
込まれるが，それ自身でGNPの約O．4×（4．9－3．1）＝0．72％，つまり
1988年のほぼ349億ドル分の経常収支改善を説明するはずだ。」（37）
　「アメリカでは，〔メキシコとは〕逆に，公的部門の純債務はGNP比率と
年間政府収入でほぼ安定し，さらに年間約1500億ドルの継続的財政赤字の予
測のもとでも今後5年間は安定している。1988年2月の議会予算局の見通し
（35）超党派の諮問機関，国家経済委員会は対立のまま赤字削減案は出せなかった。
（36）ユ988年度で400慮ドル，93年には1，000億ドルの黒字になるという。この補填について
　は厳しい批判がある。T，　E．　Mann＆C．　L，　Schultze，“Getting　Rid　of　the　Budget
　Deficit：　Why　We　Should　and　How　We　can，”　The　Brookings　Review，　Winter
　l988／89．　p．7，また500億ドルにものぼる貯蓄貸付組合救済も財政上の大きな負担にな
　り始めたことへの留意も必要だろう。
（37）　J，　Sachs，　ibid，　p．660，
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では，国民の保有する連邦債務は1987年でGNPの43．0％に達し，現在の予
算政策のもとでは1993年に43．4％に達するものと見込まれる。比率での安定
性の理由は明らかである。名目GNPが年率約6．5％で増加するものと見込
むと，名目債務それ自体も同率で上昇し，債務・GNP比率の上昇とはなら
ない。連邦債務は1987年にGNPの43％であったのだから，それは毎年GN
Pの2．8（6．5×0．43）％で増加し，1988年には約1300億ドルとなりうるので
あって，債務・GNP比率の上昇とはならない。1990年以後の赤字はGNP
の2．8％をやや下回るものと見込まれるのだから，債務・GNPの予測比率
は1990年以後にごくわずか低下し始める。」（〔〕は引用者補充。）（38）
　これが財政赤字の「維持可能性」に基づく中期的収束論である。こうした
楽観論がアメリカを中心に急速に広がったことが予想の基本的な変化を促進
しただろうことは明らかであろう。要するにこれまでの懸念材料の一つが急
速に後景に退いたのである（39＞。
　しかしこうした改善程度に基づくドル相場観の改善はきわめて脆い基盤に
立脚していることも自明である。不可欠とされた財政赤字の根本的縮小の遅
れに伴う弊害が，経常赤字の改善の遅れによる摩擦の新局面化と，金融政策
へのしわよせによる金利・為替相場への悪影響とを長びかせ，新たなハー
ド・ランディングへの「マグマだまり」を準備しつつあるかもしれないこと
にも留意しておかなければならない㈹。
　（3）経済政策との関係
　以上ではリスクとリターンに関わる予想の要因として基礎的国際収支と国
内のファンダメンタルズについて述べた。最後に，それに関わる政策的要因
についてドル高に影響を及ぼす側面をみておこう。それは，政策上の相互矛
（38）　J．　Sachs，　ibid，　pp．653－54，
（39）アメリカにおける「現状合理化」と「楽観論」の根強い傾向が浮かび上がる。
（40）internationαl　Currency　f～eview，　ibid．，におけるNY連銀とBIS両報告書からの引
　用と警告参照。
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盾の拡大懸念からその縮小の可能性への変化である。この政策はもともと，
1987年から1988年春にかけて（または特定の時期において），「双子の赤字」
と「双子の債務」の両問題を中心に，不均衡の拡大，不安定性の増大，不斉
合性の深化として先行きドル相場の下落を予想させる基本的「材料」であっ
た。しかし既述のように両者の改善とそのGNP比率の管理可能化の傾向と
によって，底流としては1988年から，本流としては1989年のはじめころか
ら，予想を逆転させる方向へと変化していったのである。それは未だに均衡
化と安定化と斉合化といった望ましい状況からはほど遠く，悪化や懸念や矛
盾といった事態の深刻化が回避しうる可能性の増大という程度に過ぎないも
のだが，にもかかわらずそうした政策上の微妙な変化が予想を変化させ，状
況先取り的なかたちでドル相場を押し上げた，ということである。
　アメリカの経済政策については，ブッシュ新政権のもとで財政・金融・為
替の3政策がどのような組み合わせで遂行されるのかいぜんとして不確定な
現状にある。またここでポリシー・ミックスに関わる包括的な検討を行う余
裕はない。にもかかわらずあえて一言で政策上の要因を要約するとすれば，
ブヅシュ政権の現実主義とボスキソ等経済関係主要閣僚の（レー・一一ガン期のイ
デオロギー型とは異なった）手堅さと相互連携ぶりとが明確化するにつれ
て，不斉合性の増大への懸念がその縮小の可能性へと期待が次第に変化して
いった点を指摘できるだろう（4正｝。財政面では，いわゆる「柔軟な凍結」戦略
のもとで防衛費などこれまでは大きな重しとなってきた歳出について実質凍
結を打ち出したこと，また修正グラム・ラドマン法の枠組みのなかでなんら
かの対応を迫られていること，それが不調に終わった場合は歳出の一律カヅ
トが待ち構えていることがある程度，当面の期待つなぎの役割を果たしてい
る。金融面では，金利の上昇とその高水準での持続への懸念がインフレ懸念
の後退とともに予想外に早く反転して8～9％程度で推移している。当初は
（41）Business　Weefe，　June　26，1989，　pp，76－77，参照。
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深刻化するかもしれないと思われたグリーンスパンFRB議長の独立性につ
いても，ときに対立的側面をみせながらも，上述の「経済の基礎的諸条件」
の改善に恵まれたことも手伝って現在までのところは決定的局面に至ること
なく，維持されている。否，むしろそのインフレに対する強い対応姿勢に
よって市場関係老は，FRBへの信頼を超えてグリーンスパン個人への信認
を高めさえしているほどである（42）。
　ドル高の最大の理由は，金利高というよりもむしろこうした政策的側面に
あるといっても過言ではないように思われる。なるほど，理論的にみても財
政緩和（最近では意図せざる若干の緊縮）と金融引締めとの組み合わせのも
とではドル高をもたらすことが指摘されている（マンデル・フレミング理論
参照）。しかしストック面で巨大な対外債務を累積させてしまった今日の条
件のもとでは，こうしたポリシー・ミックスがただちにドル高に結びつくか
どうか一概にはいえないとするのが妥当であろう。本来ならぽドルへの不信
感が強まっても不思議ではない状況のもとで意外なドル高をもたらしたとす
れば，それはインフレ率の上昇を防止するFRB議長の決意をおいてほかに
ないはずである（43）。
　最後に為替政策がある。一段のドル安の防止に対する協調介入は，最終的
にはかなりの成果をおさめた。しかしドル高に対してはいまだに模索状態で
明確な協調的姿勢は見出せないといわれる。マスコミ的にいえば，協調のヒ
ビ割れが生じたということであろう。その根本的理由は大方の指摘のよう
に，ドル上昇期におけるアメリカ通貨当局者のドル高容認発言や通貨当局者
間の発言のくいちがいであった。背後の考え方または期待のなかに，インフ
レの追加的抑制手段として金融引締めの補完的地位と役割が付与されていた
のかもしれない。数字上の直接的効果は微小であるにしても，ドル高による
（42）Business　Week，　July　31，1989，　pp．34－39，参照。
（43）これに関連した国際通貨としてのドルの役割についてはここでは立ち入らない。
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輸入価格抑制の作用は実際面（輸入依存度の上昇の点）でも心理面（当局の
意気込みの点）でもある程度の効果を及ぼし，なにほどかは物価面への上昇
圧力を緩和したものとみてよいだろう（44）。しかしひとたびドル相場の上昇に
弾みがついて「バブル的」傾向をみせ始めたときには，通貨当局者や対外関
係者の発言も変化せざるをえず，その行き過ぎの弊害への警告と逆の積極的
協調介入をもたらすこととなった（45）。この場合にもアメリカ側の発言と行動
が市場に対して基本的な影響を与えていることに注意するべきであろう。こ
うして，ドル高は，その上値の行き過ぎが，市場的には「双子の赤字と債
務」問題によって，政策的には積極的協調介入によって押さえられつつ，
ファンダメンタルズの改善とそれを支える政策当局者への信頼とを依存条件
にして，相当程度持続する可能性を強めている。その場合に起こりうる最大
の懸念材料は，予想の変化に伴う期待の先取り的市場行動（ドル高）が貿易
に及ぼすマイナスの影響であろう。アメリカはそれに対する歯止めまたは予
防として，すでに貿易への干渉を一段と強め始めた。日米構造協議はその第
一歩となったのである。
む　す　び
　以上4点についてドル高の要因として基本的と思われる諸点を整理して述
べた。それが十分な解明になったかどうかは批判を待たなければならない
が，明快で単純な理論がありえないことがはっきりした現在では，なんらか
の枠組みや大枠を設定して問題や原因の追求をはかるしかないのが実情であ
ろう。本稿でe＃　一つの試みながら，国際収支的観点から金融的取引と基礎的
取引とに区分して説明を行い，それに関わるファンダメンタルズの諸点を取
（44）Business　VVeele，　May　29，1989，　pp，22－23．参照。
（45）FRB　of　NY．は最新号で，1989年5月目ら7月の間のアメリカのドル売り介入は史上
　最大で119億ドルを超えたと発表した。朝日新聞（10版）1989．9．8．
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り上げる方法を採用し，それに前提条件としての予想の変化に焦点をあてて
論点を整理した。これによって，ドル高をもたらす基本的要因をいくらか体
系的に考察することができたのではないかと考えている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1989．　9．　10）
＊　本稿は，1989年9月4日の中西市郎，片山貞雄両教授主宰の現代国際金融研究会で報告
　したものに加筆，補正を施したものである。両教授と松村文武，片岡サ，中条誠一，藤田
　誠一，中尾茂夫の各氏から有益なコメントを頂いた。十分に生かすだけの時間的余裕はな
　かったが，若干の改善を行うことができた。記して謝意を表したい。なお報告で述べた展
　望の部分は紙幅の制約のために割愛せざるをえなかった。
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